
平成２６年度 第１回

大阪府・大阪市経済動向報告会 第３部資料

市内中小企業の事業承継の現状について

（平成25年 事業承継実態調査 より）（平成25年 事業承継実態調査 より）

平成26年4月24日

公益財団法人 大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

１．中小企業経営者の高齢化と事業承継の停滞化傾向
「中小企業白書（2013年版）」では、47頁を割いて「次世代への引継ぎ（事業承継）」を取り上げ、事業

承継を巡る現状と課題、ならびに事業承継の意義や円滑に事業を引き継ぐための方策を提示している。白書
のテーマとして事業承継を掲げるのは06年版以来7年ぶりであるが、この背景には経営者の高齢化が進展して
いることがある。

企業経営者の年齢を含めた公的な企業統計調査は「個人企業経済調査」（個人事業に限られた範囲で、し
かも全国で約4,000サンプル規模での小規模調査）があるのみである。このため、大阪市内企業などに地域限

定した調査は皆無である。他方、民間調査期間では、企業データベースを提供している株式会社帝国データ
バンク（以下、TDB）が自社のデータベースに収録している法人企業（株式会社、有限会社）144万社につい
て、社長の年齢等を集計した結果を定期的に公表している。
図Ⅰ1-1はTDB調査の最新の近畿企業に関する社長の平均年齢と交代率の推移を示したものであるが、これ

より、以下の点が指摘できる。

■■Ⅰ 中小企業の事業承継の現状と課題

図Ⅰ-1 年齢別職業社長の平均年齢と交代率の推移

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 1

・近畿の社長の平均年齢は高齢化傾向が続いており、 2013年で58.3歳となり、1990年以降の最高齢を更新。
・社長交代率は2013年で3.80％（1サイクル：26年）で、09年以前の約4.5％（22年）よりも0.7ポイント低下
（4年間の長サイクル化）しており、この３年は交代による新陳代謝がやや停滞している。

（歳） 図Ⅰ-1 年齢別職業社長の平均年齢と交代率の推移 （％）

（資料）帝国データ
バンク「2014年近畿

企業の社長分析」



２．事業承継のプロセス
（１）中小企業における事業承継の特徴

☆事業承継に潜む問題点 (「事業承継ガイドライン

～中小企業の円滑な事業承継のための手引き～」より)

1）中小企業の多くは同族会社であるという実態
⇒相続による問題発生の可能性が高い
（均分相続など他の相続人の民法上の権利、
経営権承継の障害）

☆問題点回避のために⇒事業承継は早期に
準備を始め、数年間に渡って計画的に進
めていく必要あり

2）積極的に取り組むきっかけや動機が欠けて
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図Ⅰ-2 事業承継の計画の立案と実行

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成
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いる問題
⇒将来に発生する「可能性のある」問題に
対しての対策は、優先度が低くなりがち

3）周りから言い出しにくい問題
⇒「社長の死」を想起させるような話題を
家族内で正面から取り上げにくい

（２）意思決定のプロセス
・現経営者引退後も事業を継続する

意思決定
・現経営者引退後は廃業

経営者に引き
継がれるもの：

（資料）中小企業庁事業承継協議会「事業承継ガイドライン」

経営権

自社株

財産権

相続財産経営理念､技術、

信用､人脈等

経営そのもの・

ノウハウ等

（資料）Ｎ総合会計｢事業承継の悩み解決講座(第1講)~基本編~」に一部加筆･修正

３．事業承継に向けた支援策
（１）国の方策

・ 2005年：中小企業庁は士業団体、中小企業関係団体等と協力して05年に「事業承継協議会」を設立
・06年：経営者が全体像を把握して課題への取組みを始めやすくするためのガイドラインを公表
・08年：「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」施行⇒遺留分に関する民法の特例、相続

税等の納税猶予制度の創設、承継時の金融支援の拡充等、資産・負債に関わる承継の制度改定等
・その後も継続的に施行規則の改正を実施し、より使いやすくなっている
☆中小企業庁の支援拠点
・全国47都道府県の認定支援機関に「事業引継ぎ相談窓口」を設置 ⇒大阪府：大阪商工会議所内
・事業引継ぎ支援の需要が多い全国7箇所に「事業引継ぎ支援センター」設置 ⤴

（２）市内企業に関わる公的機関の取組み ↓
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表Ⅰ-1 各公的機関による事業承継支援事業 （３）公的機関の新たな取組み

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 3

表Ⅰ-1 各公的機関による事業承継支援事業

公的支援
機関

企業への
広報・啓発

事業承継に伴う
課題抽出

課題解決 その他・備考

大阪商工
会議所

・事業承継サ
ポ ー ト セ ン
ター (大阪府
の補助事業 )
による広報
・ セ ミ ナ ー
開催

・窓口相談

・個別相談
・大阪府事業引
き継ぎ支援セ
ンター（経済
産業省の委託
事業）による
Ｍ＆Ａ仲介

中小企業
基盤整備
機構
近畿支部

・事業承継の
ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ開設
・ セ ミ ナ ー
開催

・窓口相談 ・個別相談

・専門家養成
講座の開講
・フォーラム
の開催

大阪産業
創造館

・事業承継の
ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ開設
・セミナー、
勉強会の開催

・ 窓 口 相談 、
ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ

・診断サービス
・個別訪問

・ 個 別相 談、
継計画策定、
コンサルティ
ング

（３）公的機関の新たな取組み

①静岡県と静岡商工会議所連携事業
「ふじのくに魅力ある個店開業・後継
者育成支援事業」

登録個店に対してアンケート調査を

実施して後継者の有無を確認、後継者

がいない個店経営者に事業継承が地

域活力維持になることを意識付ける

②(公財)京都産業21､京都ジョブパーク
「ミライミーティング」

後継者や社長補佐役といった幹部

候補が欲しい企業と、全国から公募し

た応募者のマッチングを実施。マッチン

グが成功した場合は継続的に京都府

の支援機関が人材を育成
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１．調査概要

２．企業の経営指標に関する分析

・組織形態（図Ⅱ-2-1）：個人企業が44.5。法人では株

・調査目的：「事業承継」について、市内企業の実態と

今後の方針等を調査し、支援方策の策定及び効果

的な実施に向けた基礎資料とする

・調査対象：大阪市内の中小企業（※2011年に実施し

た「市内企業実態調査」において有効回答を寄せ

た約2千の企業）

・調査方法：郵送調査により987社から有効回答

図Ⅱ-2-1 組織形態 〔SA（単一回答）、以下SAは記載省略〕

図Ⅱ-2-2 資本金（組織形態別）
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・組織形態（図Ⅱ-2-1）：個人企業が44.5。法人では株

式会社：39.9％、有限会社：13.2％、その他：2.1％。

・資本金（図Ⅱ-2-2） ：個人企業では55％が記載無しで、

5百万円未満が28％で、1千万円未満が8％。法人で

は最多が1千万円の40％、 5百万円未満が1/4弱。

・従業者規模（図Ⅱ-2-3）：全体では、個人企業の大半

を占める2名以下が最多で41.6％、次いで、3～4人が

15.0％、5～9人が14.3％ ⇒ 「経済センサス」と整合的

・業種：サービス業が半数近くを占め、次いで小売業、

製造業が約16％、卸売業が約13％、建設業が約9％。

⇒ 「経済センサス」と整合的構成で、ｻﾝﾌﾟﾙとしてOK

・創業年（図Ⅱ-2-4）：全体では、最多は1996年～：16.9

％、次いで1986年～：15.9％、創業年が古くなるほど

徐々に割合が低くなり、～1945年が9.1％。ただし、

2006年～は最少で起業が低迷している。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 4

図Ⅱ-2-3 従業者規模（組織形態別）

図Ⅱ-2-4 創業年
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２．企業の経営指標に関する分析（続き）

・企業業績（図Ⅱ-2-5） ：2010年度と比較した今年度

の業績は売上高（①）では個人企業では3/4が減少。

法人企業でも減少が4割強であるが、2割強は増加。

営業利益も同様な構成比。従業者数（②）では6割の

企業が横ばいであり、業績は厳しくとも雇用は維持し

ようと頑張っていることがわかる。また、従業者規模と

の関係では多くなるにつれて増加割合が多くなる。

・主力事業の将来性（図Ⅱ-2-6） ：個人企業では6割

が現状維持すら困難で、現状維持は可能が3割半ば。

法人企業では現状維持は可能が6割で現状維持す

ら困難は1/4となり、成長が期待できるが1割半ばある。

また、従業者数規模との関係では多くなるにつれて

図Ⅱ-2-5 企業業績
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また、従業者数規模との関係では多くなるにつれて

成長が期待できる が増加する傾向が見られる。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 5

図Ⅱ-2-6 主力事業の将来性
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☆まとめ （図Ⅱ-2-7）
・組織形態から大別して個人と法人

とで比較すると、資本金や従業者

規模で見て個人が小規模なことは

常識的にも納得できる結果である。

・個人/法人別で業績変化や将来

性を見ると、個人は業績も低迷傾

向が強く、将来性も厳しい見通し

である企業が3/4～3/5を占める。

他方、法人は業績や将来性で明

るい状況にある企業が1～2割は

２．企業の経営指標に関する分析（続き）

図Ⅱ-2-7 企業の経営指標に関する分析の総括表

組
織

資 本 金 従業者 数 業 績（2010年度との対比） 将 来 性

売上高 従業 者数

個
人

記載無し ：55％

～500万円：28％

～1千万円： 8％

～ 2人：60％

～ 4人：13％

減少 ：74％

横ばい：20％

横ばい：60％

減少 ：22％

不明 ：16％

現状維持も困難：60％

現状維持は可能：36％

成長が期待可能： 3％

法
人

1千万円 ：40％

～500万円：23％

～5千万円：21％

～ 2人：28％

～ 4人：17％

～ 9人：20％

～19人：14％

減少 ：44％

横ばい：34％

増加 ：22％

横ばい：62％

減少 ：22％

増加 ：13％

現状維持は可能：59％

現状維持も困難：26％

成長が期待可能：14％

るい状況にある企業が1～2割は

あり、横ばいで現状維持は可能な

企業が多くを占める。

・規模との関係を直接的に捉えるた

めに、従業者数に着目した傾向を

見ると、特に4人以下の小規模企

業では業績や将来性で厳しい状

況にある。他方、30～49人規模が

典型であるが、中･大規模の企業

は業績も改善傾向であり、成長が

期待できる企業の割合も3割前後

と多くなっている。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 6

従業者数の規模との関係性

規
模

業 績（2010年度との対比） 将 来 性

売上 高 従業者 数

小

規
模

減少 ：増える方向

横ばい：やや減る方向

増加 ：減る方向

横ばい：増える方向

減少 ：2割強で一定

増加 ：減る方向

現状維持も困難：急激に増える方向

現状維持は可能：やや減る方向

成長が期待可能：減る方向

中

大

規
模

減少 ：減る方向

横ばい：方向不定

増加 ：増える方向

横ばい：方向不定

減少 ：やや

減る方向

増加：やや増える方向

現状維持は可能：方向不定

現状維持も困難：減る方向

成長が期待可能：増える方向
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３．企業経営者に関わる分析

・経営者の年齢（図Ⅱ-3-1） ：全体では、70歳以上が3

割弱で最多となっており、 65～69歳の約17％を合わ

せると、高齢経営者割合は半数近くとなる。60～64歳

も約17％、50～54歳､55～59歳がともに約11％で､～

49歳は約15％。個人と法人を比較すると、個人では70

歳以上が4割弱にも達する。法人では～49歳が2割弱

に増えるなど、年代による偏りはかなり少なくなる。

・経営者になった年齢（図Ⅱ-3-2） ：最多は30歳代の

34.0％、次いで40歳代が25.8％であり、49歳までに経

営者となった割合は3/4で大半を占めている。個人と

法人を比較すると、ともに30歳代が最多であるが、個

人では20歳代が2割弱と多くなっている。

図Ⅱ-3-2 経営者になった年齢

図Ⅱ-3-1 経営者の年齢
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人では20歳代が2割弱と多くなっている。

・経営者歴（図Ⅱ-3-3） ：現年齢から経営者になった年

齢を引いて逆算した経営者の在職年数を見ると、年齢

が上昇するに連れて長期に及ぶ長くなる傾向があり、

「49歳以下」での平均年数は9.2年と短いのに対して、

「70歳以上」では33.8年と長期に及んでいる。また、組

織形態別では、図Ⅱ-3-1の関係があることから、個人

で長期に及ぶ傾向が強いことがわかる。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 7

図Ⅱ-3-3 経営者歴（在職年数）
①経営者の年齢階層別

0.2 10.5 33.0 28.4 15.0 7.5 5.3
法人

n=545

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上 不明

8.2

3.4

12.1

13.7

9.8

16.9

13.8

13.4

14.1

11.3

9.1

13.2

20.0

21.4

18.9

27.9

38.0

19.4

5.2

4.8

5.3

0 20 40 60 80 100

全体

n=987

個人企業

n=439

法人

n=545

5年未満 ～10年未満 ～15年未満 ～20年未満 ～30年未満 30年以上 不明

(%)

②組織形態別

8.2

15.9

15.7

12.4

6.4

7.1

1.8

13.7

36.6

24.1

9.5

12.9

8.9

3.2

13.8

29.7

19.4

19.0

14.0

8.3

5.0

11.3

12.4

16.7

17.1

11.7

8.3

8.5

20.0

2.1

20.4

31.4

28.7

27.2

15.7

27.9

0.0

0.9

6.7

22.2

34.3

60.9

5.2

3.4

2.8

3.8

4.1

5.9

5.0

0 20 40 60 80 100

全体n=987

49歳以下…

50～54歳…

55～59歳…

60～64歳…

65～69歳…

70歳以上…

5年

未満

～10年

未満

～15年

未満

～20年

未満

～30年

未満

30年

以上

不明

21.7年

9.2年

12.3年

16.6年

20.2年

23.6年

33.8年

平均年数

(%)



■■Ⅱ 事業承継に関する市内企業アンケート調査

・経営者になった経緯（図Ⅱ-3-4） ：全体では、創業(暖簾分

けを含む)が半数強、親族からの承継が4割弱、親族外から

の承継は6％に過ぎない。個人企業では創業が6割に迫る。

法人では親族からの承継が4割以上となり、創業とは僅差。

ただし、親族外からの承継は8％止まりでさほど多くはない。

・事業用不動産の所有状況（図Ⅱ-3-5） ：組織形態による違

いが大きく、土地、建物ともに、個人では経営者や家族名義

が約5割。他方、法人では第三者から借用が4割弱に増え、

法人名義も約3割に増える。

３．企業経営者に関わる分析（続き） 図Ⅱ-3-4 経営者になった経緯

図Ⅱ-3-5 事業用不動産の所有状況

①土地

51.6

58.8

46.1

38.6

33.0

42.9

5.8

3.4

7.7

0.9

1.6

0.4

2.8

3.0

2.8

0.3

0.2

0.2

0 20 40 60 80 100

全体

n=987

個人企業

n=439

法人

n=545

創業者 親族から

の承継

親族外から

の承継

他社から

買収

その他 不明

(%)

51.3

33.534.5 36.5

25.9

40

50

60

個人企業

n=439

法人

n=545

(%)

・承継に関する相談相手（図Ⅱ-3-6） ：組織形態による違いが大きく、 個人で

は相談予定なしが4割半ばで親族が3割弱、税理士・公認会計士が2割弱。
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図Ⅱ-3-6 承継に関する相談相手形態 〔MA（複数回答）〕
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②建物

は相談予定なしが4割半ばで親族が3割弱、税理士・公認会計士が2割弱。

他方、法人では相談予定なしは2割に過ぎず、税理士・公認会計士に相談

する割合が6割弱で突出、以下、親族が2割強で、他社の経営者や取引金

融機関、役員･従業員も1割以上と多くなり、複数に相談する割合が増加。

■■Ⅱ 事業承継に関する市内企業アンケート調査

☆経営者の年齢別でみた経営環境分析
・従業者規模（図Ⅱ-3-7） ：経営者の年齢

別での従業者規模は、特に64歳以下と65

歳以上で大きな差が見られる。65歳以上

では従業者規模10人以上の割合が大きく

減少し、3～4人、5～9人の割合が高く

なっている。また、70歳以上では、2人以

下の割合が5割を占め、他の年代よりも1

割以上高くなっている。

・企業業績（図Ⅱ-3-8） ：2010年度と比較し

た売上高の増減で見ると、経営者の年齢

別が65歳以上では、金融危機以降の業

３．企業経営者に関わる分析（続き） 図Ⅱ-3-7 従業者規模

図Ⅱ-3-8 売上高の増減 図Ⅱ-3-9 主力事業の将来性
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別が65歳以上では、金融危機以降の業

績の回復が思わしくない傾向があり、70歳

以上ではさらにその傾向が強まる。また、

同様な分析を営業利益を指標として行っ

た結果もほぼ同様な傾向が得られている。

・主力事業の将来性（図Ⅱ-3-9） ：経営者

の年齢が高齢化するに連れて期待できる

割合が減少となった。特に、現状維持すら

困難な見通しとする回答は、65～69歳で4

割、70歳以上で5割を超え、高齢になるほ

ど厳しい状況がうかがわれる。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 9

図Ⅱ-3-8 売上高の増減
(2010年度との比較)

図Ⅱ-3-9 主力事業の将来性
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■■Ⅱ 事業承継に関する市内企業アンケート調査

３．企業経営者に関わる分析（続き）

☆まとめ（図Ⅱ-3-10）
・企業経営者に関する分析を総合すると、組織形態組織形態組織形態組織形態によによによによ

るるるる差異差異差異差異とととと経営者経営者経営者経営者のののの年齢年齢年齢年齢によるによるによるによる差異差異差異差異がががが二重二重二重二重にににに影響影響影響影響してい

ることがわかる。具体的には、個人企業個人企業個人企業個人企業ではではではでは65656565歳以上歳以上歳以上歳以上

のののの高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者がががが55555555％％％％を占めているのに対して、法人法人法人法人はははは

38383838％％％％に過ぎない。経営者になった年齢を見ると、むしろ

個人企業の方が幾分か若くして経営者になっているこ

とから、当然、経営者経営者経営者経営者のののの在職年数在職年数在職年数在職年数もももも個人企業個人企業個人企業個人企業ではではではでは30303030年年年年

以上以上以上以上がががが4444割近割近割近割近くくくくを占め、20202020年以上年以上年以上年以上をををを含含含含めればめればめればめれば6666割割割割となる。

バブル経済のピークが1990年であることを考えれば、

23年以上の経営者歴を有する高齢経営者の大半は一

時期にせよビジネスが絶好調であった成功体験を味

図Ⅱ-3-10 企業経営者に関わる分析の総括
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時期にせよビジネスが絶好調であった成功体験を味

わったことになる。

・しかし、日本経済は90年代終わりからデフレデフレデフレデフレ不況不況不況不況に見

舞われ、また、ＩＴＩＴＩＴＩＴやインターネットのやインターネットのやインターネットのやインターネットの普及普及普及普及などにより、ビ

ジネス形態も分野によっては大きな変貌を遂げつつあ

る。こうした状況下、個人事業個人事業個人事業個人事業では人材が限られる中、

高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者がががが自自自自らのらのらのらの力量力量力量力量でででで時代時代時代時代のののの変化変化変化変化にににに追随追随追随追随することすることすることすること

はははは基本的基本的基本的基本的にはにはにはには困難困難困難困難であることから、売上高の変化や事

業の将来性については、厳厳厳厳しいしいしいしい状況状況状況状況をををを余儀余儀余儀余儀なくされてなくされてなくされてなくされて

いるいるいるいることも事実である。

・こうした現実を総合的に考えれば、あくまでも調査結果

から言える一般論一般論一般論一般論としては、経営経営経営経営がががが厳厳厳厳しいしいしいしい企業企業企業企業のののの高齢高齢高齢高齢

経営者経営者経営者経営者はははは廃業廃業廃業廃業をををを含含含含めてめてめてめて着地点着地点着地点着地点へへへへ問題問題問題問題をををを起起起起こすことのなこすことのなこすことのなこすことのな

いようにいようにいようにいように準備準備準備準備をををを加速加速加速加速することがすることがすることがすることが肝要肝要肝要肝要と思われる。
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長期のデフレ不況、IT/インターネット社会など

高齢経営者では

対応が極めて困難

会社組織として

対応が可能

高齢経営者では

厳しい状況

１．承継／廃業等の意向に関する概況

・承継／廃業等の意向（図Ⅲ-1-1） ：組織形態による違

いが大きく、 個人では廃業が5割で承継は2割、残る3

割の殆どは未決定。他方、法人では承継が5割弱、廃

業は1/7、残る1/3強の殆どは未決定。売却は個人で

1％、法人で2％とほんの僅かに過ぎない。

・企業業績との関係性（図Ⅲ-1-2） ：2010年度よりも今

年度の業績（売上高）が“増加”した企業では、個人/

法人を問わず継承が多く、特に法人では殆どを占め

る（まだ決めていない企業を除く、以下、同様）。“横ば

い”でも法人では承継が大半を占める。他方、“減少”

では、個人は6割近くが廃業意向であり、法人でも1/4

が廃業の意向を示している。このように、業績による意

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

図Ⅲ-1-1 承継／廃業等の意向

図Ⅲ-1-2 企業業績（売上高の増減別）と意向の関係
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が廃業の意向を示している。このように、業績による意

向の違いは明白に表れているものの、基本姿勢として

法人では事業を承継していく意向が個人企業よりも強

いことがわかる。

・主力事業の将来性との関係性（図Ⅲ-1-3） ：“成長期

待”企業では、個人/法人を問わず継承が多く、特に

法人では殆どを占める（まだ決めていない企業を除く、

以下、同様） 。“現状維持は可能”でも法人では承継

が大半を占める。他方、“現状維持すら困難”では、個

人では2/3近くが廃業意向であるが、法人では1/3に

過ぎない。このように、企業業績での分析結果とかなり

類似の結果となっており、法人の承継意向が格段に

強いことが本分析からも指摘できる。なお、個人の“成

長期待”企業でまだ決めていないのは経営者の年齢

が若い企業が多いためである。
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図Ⅲ-1-3 主力事業の将来性と意向の関係
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・従業者規模との関係性（図Ⅲ-1-4） ：規模が大きくなるにつれて

承継の割合が多くなり、廃業が少なくなる傾向は個人も法人も

共通である。個人の場合、 “～2人”では廃業が6割近くを占めて

いるが、法人では3割に過ぎず、5人以上では1割以下と少ない。

・業種との関係性（図Ⅲ-1-5） ：承継割合が高く、廃業割合を15

％以上上回る業種は“不動産業､物品賃貸業”､“建設業・建築

関連”､“製造業”､“卸売業”､“情報通信業”の5業種で、いずれ

も各業種で法人が占める割合は7割以上と高くなっている。他方、

廃業割合が高く、承継割合を30％以上上回る業種は“理容･美

容”と“宿泊業、飲食サービス業”の2業種で、いずれも各業種で

個人が占める割合は9割前後と高くなっている。

前頁の分析結果も総合して考えると、結果として業種による差

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

１．承継/廃業等の意向に関する概況（続き） 図Ⅲ-1-5 業種と意向との関係
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前頁の分析結果も総合して考えると、結果として業種による差

異が大きく表れているものの、背景要因として組織形態の違い

による影響が色濃く出ていると解釈すべきと考えられる。
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図Ⅲ-1-4 従業者規模と意向との関係
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・経営者の年齢との関係性（図Ⅲ-1-6） ：

個人、法人ともに、まだ決めていない（未決

定）とする回答はどの年代においてもほぼ同

様の割合を占め、年代の上昇とともに減少し、

事業の承継、売却、廃業のいずれかの結論

を出していることがわかる。個人では廃業、

法人では承継が最多の選択となっているが、

65～69歳から70歳以上の間では承継が増

加する傾向については共通している。

・経営者になった経緯との関係性

（図Ⅲ-1-7） ：全体では、承継、廃業、まだ

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

１．承継/廃業等の意向に関する概況（続き） 図Ⅲ-1-6 経営者の年齢と意向との関係
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決めていない(未決定)がいずれも3割台だが、

現経営者が創業者の場合は廃業の割合が

全体よりやや高く、承継の割合が低い。逆に

親族からの承継した場合は廃業の割合がや

や低く、承継の割合が高い。また、親族外か

らの承継の場合には、親族の場合よりも、さ

らに承継の割合が高く4割台半ば、廃業の

する予定は低く1割台半ばとなった。
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図Ⅲ-1-7 経営者になった経緯との関係性
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■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

１．承継/廃業等の意向に関する概況（続き）

☆まとめ
・事業を承継させるのか、廃業するのかは極めて大きな問

題であるが、その意思決定と各種要因との関係を種々の

角度から分析した。この結果、大まかな関係図を下図の

ように描くことができた。

・すなわち、承継承継承継承継させるさせるさせるさせる企業企業企業企業のののの傾向傾向傾向傾向として、１１１１））））企業企業企業企業のののの業績業績業績業績

がががが良良良良くくくく、、、、事業事業事業事業のののの将来性将来性将来性将来性がががが成長成長成長成長がががが期待期待期待期待できるできるできるできる企業企業企業企業でありでありでありであり、、、、

２２２２））））組織形態組織形態組織形態組織形態としてはとしてはとしてはとしては法人法人法人法人でありでありでありであり、、、、３３３３））））従業者規模従業者規模従業者規模従業者規模もももも5555人以人以人以人以

上上上上である、ことである。

図Ⅲ-1-6 承継/廃業等の意向に関する要因分析の総括
凡 例 .

・他方、廃業意向廃業意向廃業意向廃業意向のののの企業企業企業企業のののの傾向傾向傾向傾向として、１１１１））））業績業績業績業績がががが悪悪悪悪くくくく、、、、

将来性将来性将来性将来性もももも現状維持現状維持現状維持現状維持すらすらすらすら困難困難困難困難なななな企業企業企業企業でありでありでありであり、、、、２２２２））））組織形組織形組織形組織形

態態態態としてはとしてはとしてはとしては個人事業個人事業個人事業個人事業でありでありでありであり、、、、そのためそのためそのためそのため、、、、３３３３））））従業者規模従業者規模従業者規模従業者規模

もももも２２２２人以下人以下人以下人以下と企業を大きくできていない、ことである。

・無論、こうした傾向が当てはまらない企業も存在する

が、一般常識的一般常識的一般常識的一般常識的にはにはにはには概概概概ねねねね納得納得納得納得できるできるできるできる結果と言えよう。

・また、企業経営は状況が絶えず変化するものである

ため、承継か、廃業かを決めかねている企業も少なく

ない。
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承 継

凡 例 .

：関係性が強い

： 〃 やや強い

２．承継意向を持つ企業の承継パターン等の分析

・経営者の交代時期（図Ⅲ-2-1） ：何年後に交代する

予定かを整理すると、個人/法人ともに、高齢になるに

つれて交代時期が早まる傾向にあり、他方、64歳より

も若い経営者では60歳代には交代を済ませようとする

意向がうかがえる。個人と法人を同年代で比較すると、

概して法人の方が若い時期に交代する見通しである。

・後継者の決定状況と後継者のタイプ（図Ⅲ-2-2､-3）

：経営者の年齢別に決定状況を見ると、決まっている

割合は54歳以下では1～2割に過ぎないが、55～59歳

では一気に8割に高まっている。64～64歳では一旦、

決まっている割合が2/3に減少するものの、65歳以上

では再び8割の水準を回復する。

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

図Ⅲ-2-1 経営者の交代時期
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では再び8割の水準を回復する。

これを組織別に見ると、個人企業（70歳以上が4割

弱を占めることも要留意）では8割が決まっており、殆

どのケースが息子･娘が後継者となることが言える。法

人でも決定割合は6割強となっており、息子･娘が承継

するケースが大半である。なお、後継者の勤務状況に

関しては大半のケースで現在自社に勤務している。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 15

図Ⅲ-2-2 後継者の決定状況
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図Ⅲ-2-3 後継者決定状況と後継者タイプ
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・後継者を決定する際に重視する要因（図Ⅲ-2-4） ：個人

で最も重視するのは親族であることで、6割台と他を押え

て突出して高い。法人でも親族であることが最多だが、次

に経営理念の承継、役員・従業員からの人望とともに4割

台。個人では、血縁関係を重視しているのに対して、法

人では経営手腕についても重視していることがわかる。

・後継者タイプ別の選抜要因（図Ⅲ-2-5） ：

＜親族の場合＞個人では、私が創業した企業であるから

とする回答が3割で最多であるのに対して、法人では取

引先との関係を維持しやすいが4割台で最多。

＜親族以外の場合＞全21件のうち、親族内に適当な候

補者がいないからが8件で最多となった。役員・従業員の

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

２．承継意向を持つ企業の承継ﾊﾟﾀｰﾝ等の分析（続き） 図Ⅲ-2-4 後継者を決定する際に重視する要因〔MA〕

図Ⅲ-2-5 後継者が親族/非親族のケース別の理由 〔MA〕
①親族を後継者とする理由
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(%)補者がいないからが8件で最多となった。役員・従業員の

士気向上が期待できるが7件で続く。

・親族承継に際して懸念される問題（図Ⅲ-2-6） ：

個人企業では資質能力不足による業績低迷・不振が2割

台半ばで最多、相続税、贈与税の負担が続く。法人では

逆に、相続税、贈与税の負担が3割弱で最多、次いで資

質能力不足が続く。
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②非親族を後継者とする理由（法人のみ）図Ⅲ-2-6 親族承継に際して懸念される問題 〔MA〕
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☆事業を売却する意向の企業について
（そもそも、全体の1.7％（17社）しか該当しないことに留意する

必要がある）

・売却に至るまでの他の手段の検討の有無（図Ⅲ-2-8） ：
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２．承継意向を持つ企業の承継ﾊﾟﾀｰﾝ等の分析（続き）

図Ⅲ-2-8 売却に至るまでの他の手段の検討の有無
〔MA〕

図Ⅲ-2-7 後継者がまだ決まっていない理由
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・後継者がまだ決まっていない理由（図Ⅲ-2-7） ：

現時点でまだ決める必要がないが個人企業では3割台、法人で

約半数。次いで、個人では後継者候補の本人が承認していない

が1割台半ばで続くのに対し、法人では必要性は感じているが、

適当な候補者がみつからない、複数の候補者がおり、絞りこめて

いないといった後継候補者の問題が続く。
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・売却に至るまでの他の手段の検討の有無（図Ⅲ-2-8） ：

個人企業5件中、特に検討していないが2件、従業員や親族へ

の承継を検討・試したが無理と判断したのが2件となった。他方、

法人12件中、以前から売却を有力な手段と考えていたが6件と

なり、これ以外は3件以下となった。

・売却に至った理由・経緯（図Ⅲ-2-9） ：

従業員や取引先などに迷惑をかけたくないが、個人で2件、法

人で6件で最多。次いで、事業の売却資金を老後の生活資金に

するためが、個人で1件、法人で6件となった。
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図Ⅲ-2-9 売却に至った理由・経緯 〔MA〕
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■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

２．承継意向を持つ企業の承継ﾊﾟﾀｰﾝ等の分析（続き）

☆☆☆☆親族親族親族親族へのへのへのへの承継事例承継事例承継事例承継事例 ＜＜＜＜アパレルメーカーアパレルメーカーアパレルメーカーアパレルメーカー：Ａ：Ａ：Ａ：Ａ社社社社＞＞＞＞ ：

・他社に勤務していた息子は、現在、Ａ社の勤務にもどって

経営ノウハウ等を学ぶとともに、大阪商工会議所の経営者

の講座に参加し、承継の準備中。

・現社長は、税理士と相談しながら相続相続相続相続ののののためためためためにににに株価株価株価株価をををを下下下下

げげげげるるるる準備中準備中準備中準備中。

・承継のためには経営経営経営経営そのものそのものそのものそのもののののの立立立立てててて直直直直しもしもしもしも必要必要必要必要。古くから

の職人が辞めて工場は人材不足。代代代代わるわるわるわる職人職人職人職人のののの育成育成育成育成に取

り組んでいる。

・繊維業界は海外製品との競争など、厳しい状況に置かれ

ている。こうした外部環境の変化を乗り切るため、インターインターインターインター

ネットでのネットでのネットでのネットでの商機商機商機商機のののの拡大拡大拡大拡大やややや展示会展示会展示会展示会へのへのへのへの出展出展出展出展など、社長は息

☆☆☆☆後継者後継者後継者後継者がががが決決決決まっていないまっていないまっていないまっていない企業企業企業企業のののの事例事例事例事例 ＜＜＜＜製麺所製麺所製麺所製麺所：Ｃ：Ｃ：Ｃ：Ｃ社社社社＞＞＞＞ ：

・Ｃ社の本家は大正時代に創業、本家は兄が継ぎ、社長は現

在の立地でゼロから工場を立ち上げた。

・製品製品製品製品はうどんはうどんはうどんはうどん、、、、ラーメンなどのラーメンなどのラーメンなどのラーメンなどの生麺生麺生麺生麺で、主たる取引先取引先取引先取引先はラーメはラーメはラーメはラーメ

ンンンン店店店店。その店の要望に応じてその店独自の麺を製麺し、各店

舗に配送する。小ロットへの対応や、熟成させたり、寝かせた

りといったこまめな作業で取引先との信頼関係を築いてきた。

・社長の娘娘娘娘4444人人人人はははは結婚結婚結婚結婚してしてしてして家家家家をををを出出出出ておりておりておりており、、、、孫孫孫孫はははは男子男子男子男子6666人人人人いるがいるがいるがいるが、、、、

跡継跡継跡継跡継ぎがぎがぎがぎが決決決決まっていないまっていないまっていないまっていない。娘娘娘娘がががが継継継継いでくれないかいでくれないかいでくれないかいでくれないかと考えては

いるが、本人本人本人本人にはまだにはまだにはまだにはまだ話話話話していないしていないしていないしていない。

・「「「「承継承継承継承継にににに3333年年年年はかかるだろうはかかるだろうはかかるだろうはかかるだろう」」」」とととと社長社長社長社長は言う。取引先との信頼

関係の維持や、工場長による社長のサポートも必要となるこ
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ネットでのネットでのネットでのネットでの商機商機商機商機のののの拡大拡大拡大拡大やややや展示会展示会展示会展示会へのへのへのへの出展出展出展出展など、社長は息

子への承継のためにも、新新新新たなたなたなたな事業展開事業展開事業展開事業展開をををを模索模索模索模索中中中中。

☆☆☆☆親族以外親族以外親族以外親族以外へのへのへのへの承継事例承継事例承継事例承継事例 ＜＜＜＜薬局薬局薬局薬局：Ｂ：Ｂ：Ｂ：Ｂ社社社社＞＞＞＞ ：

・現社長は、ある医院からの声掛けにより、大阪市内で調剤

薬局を開業、懸命に学習を重ね、ＢＢＢＢ社社社社のののの経営経営経営経営はははは順調順調順調順調にににに拡拡拡拡

大大大大。その社長が、承継承継承継承継をををを真剣真剣真剣真剣にににに考考考考えるえるえるえる転機転機転機転機となったのは、

社長自身社長自身社長自身社長自身がガンがガンがガンがガンを経験したから。

・社長には子子子子どもがおらずどもがおらずどもがおらずどもがおらず、、、、社内社内社内社内のののの後継者後継者後継者後継者をををを育成育成育成育成するととも

に、定款をはじめとする各種規則を変更し、承継承継承継承継がががが可能可能可能可能なななな

組織体制組織体制組織体制組織体制のののの構築構築構築構築に取り組んでいる。

・まず、実質的な経営方針を決める「運営会議」を設置、会

社規定の中に運営会議規定を作成し、会議の出席者、会

議で何を決めるかを規定した。現在はまだ同族会社だが、

社長の株を運営会議のメンバーに移していく予定。

関係の維持や、工場長による社長のサポートも必要となるこ

とから、工場長工場長工場長工場長のののの後任後任後任後任をををを育成育成育成育成するするするする必要必要必要必要がありがありがありがあり、、、、課題課題課題課題はははは多多多多いいいい。

☆☆☆☆事業事業事業事業のののの売却売却売却売却をををを希望希望希望希望するするするする事例事例事例事例 ＜＜＜＜情報通信業情報通信業情報通信業情報通信業：Ｄ：Ｄ：Ｄ：Ｄ社社社社＞＞＞＞ ：

・Ｄ社の創業は2001年、社長社長社長社長(50(50(50(50歳歳歳歳・・・・女性女性女性女性))))のののの夫夫夫夫が大手企業で

培ってきたコンピュータコンピュータコンピュータコンピュータ技術力技術力技術力技術力をもとにをもとにをもとにをもとに会社会社会社会社をををを立立立立ちちちち上上上上げたげたげたげた。

・当社の独自に開発したシステムとしては海外との取引にも

利用できる花卉の取引システムがり、卸売市場で重宝され

ている。もう一つは、携帯電話による学校と保護者との連絡

システムで、小学校に導入実績がある。

・社長社長社長社長のののの子供子供子供子供はまだはまだはまだはまだ学生学生学生学生でででで、、、、承継承継承継承継をををを考考考考えるえるえるえる年齢年齢年齢年齢ではないではないではないではないし、

今のところ承継は考えておらず、将来的将来的将来的将来的にはにはにはには売却売却売却売却をををを希望希望希望希望し

ている。ただし、開発したシステムは夫の高い技術力によっ

て支えられており、このシステムのメンテナンスができるシステムのメンテナンスができるシステムのメンテナンスができるシステムのメンテナンスができる人人人人

材材材材をををを育成育成育成育成することがすることがすることがすることが課題課題課題課題となっている。

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

２．承継意向を持つ企業の承継ﾊﾟﾀｰﾝ等の分析（続き）

☆まとめ
・承継させるという意向を持ちながらも、高齢経高齢経高齢経高齢経

営者営者営者営者であってもであってもであってもであっても、、、、当面当面当面当面はははは経営経営経営経営をををを続続続続けるというけるというけるというけるという意意意意

識識識識がががが特特特特にににに個人企業個人企業個人企業個人企業ではではではでは強強強強いいいい。

・後継者後継者後継者後継者をををを誰誰誰誰にするかをにするかをにするかをにするかを決定決定決定決定しているしているしているしている企業企業企業企業はははは、、、、

55555555歳以上歳以上歳以上歳以上のののの経営者経営者経営者経営者ではではではでは約約約約8888割割割割に達しているこ

とは安心材料ではあるが、そうであれば、高齢高齢高齢高齢

経営者経営者経営者経営者のののの場合場合場合場合、、、、10年や15年以内に交代する

と言わずに、5555年以内年以内年以内年以内にににに承継承継承継承継させるようにさせるようにさせるようにさせるように努努努努めめめめ

ることがることがることがることが一般的一般的一般的一般的にはにはにはには望望望望ましいましいましいましいと言えよう。

・決定している後継者後継者後継者後継者はははは、、、、特特特特にににに個人企業個人企業個人企業個人企業のののの場合場合場合場合、、、、

大半大半大半大半はははは息子息子息子息子・・・・娘娘娘娘であることから、相続紛争等を

図Ⅲ-2-10 承継意向を持つ企業の特徴の総括

交代時期交代時期交代時期交代時期

個人企業個人企業個人企業個人企業 法法法法 人人人人

息子・娘が大半
息子・娘が多いものの、

後継者後継者後継者後継者のののの

決定状況決定状況決定状況決定状況

後継者後継者後継者後継者のののの

・年齢によって時期が早まる傾向
は明らかではない

・65歳以上では5年以内が約6割

・60歳以上の経営者は高齢

になるにつれて、5年以内

が6⇒8割と高くなる

・54歳以下では「まだ決まっていない」割合が3/4～8/9

なのに対して、55歳以上は約8割が「決定済み」
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大半大半大半大半はははは息子息子息子息子・・・・娘娘娘娘であることから、相続紛争等を

招かないためにも、節税のためにも、承継承継承継承継のののの

準備準備準備準備をををを早早早早めることがめることがめることがめることが有益有益有益有益である。

・後継者後継者後継者後継者をををを決定決定決定決定するするするする重要要因重要要因重要要因重要要因としては、個人個人個人個人でででで

はははは「「「「親族親族親族親族であることであることであることであること」」」」にににに最大最大最大最大のののの重重重重みみみみを置くのに

対して、法人法人法人法人ではそのではそのではそのではその他他他他のののの要因要因要因要因もももも相当相当相当相当にににに重要重要重要重要

視視視視していることがわかる。

・後継者後継者後継者後継者がががが親族親族親族親族のののの理由理由理由理由としては、「「「「私私私私がががが創業創業創業創業しししし

たたたた企業企業企業企業だからだからだからだから」」」」がががが個人個人個人個人でのでのでのでの中心的理由中心的理由中心的理由中心的理由となっ

ているが、他方、法人では約3割の企業が指

摘する理由は6個にも拡がっており、総合的な

評価をしていることがわかる。

息子・娘が大半
親族外も少なくない

後継者後継者後継者後継者がががが

親族親族親族親族のののの理由理由理由理由

後継者決定後継者決定後継者決定後継者決定

のののの重要要因重要要因重要要因重要要因

タイプタイプタイプタイプ

・親族であること（2/3）

・経営理念の承継（3割弱）

・親族であること（45％）

・経営ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力（41％）

・従業員からの人望（40％）

・経営理念の承継（37％）

・私が創業した企業である
（3割）

・後継者の養成がやりやす
い（1/4）

・代々親族が継いできた（2

割）

・取引先との関係を維持し
やすい（2割）

・取引先との関係を維持しやすい
（45％）

・株式や資産の引継ぎが容易（42％）

・代々親族が継いできた（34％）

・従業員から理解を得やすい（33％）

・後継者の養成がやりやすい（32％）

・私が創業した企業である（28％）



・廃業を決心するまでの他の手段の検討状況

（図Ⅲ-3-1） ：特に検討していないが個人で7割、法人

で5割で、法人の方が何らかの他の手段を検討してい

る可能性が高い。次いで従業員や親族への承継を検

討・試したが、適当な候補者がおらず無理と判断した

のが、個人で2割強、法人で3割弱。

・廃業を決心している理由（図Ⅲ-3-2） ：個人では自ら

の体力・能力の限界が迫っているからが7割弱。法人

では、自らの体力・能力の限界・・・とともに、事業に将

来性がなく受注が先細りとなりそうだからがともに5割弱。

・経営継続の理由（図Ⅲ-3-3）

①個人的理由：体力・能力はまだ大丈夫だからが最多、

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

３．廃業意向を持つ企業の意思決定経緯等の分析 図Ⅲ-3-2 廃業を決心している理由 〔MA〕
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図Ⅲ-3-3 経営継続の理由 〔MA〕
① 個人的理由
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①個人的理由：体力・能力はまだ大丈夫だからが最多、

廃業すると体力や知力、生きがいを失いそう、廃業す

ると生活費に困る、生活費の足しになるが続く。

②経営的理由：顧客や取引先に必要とされているが最

多、機械・装置、店舗などはまだ使用できる、借入金の

完済までは頑張ろうと思うが続く。法人の方が、顧客や

取引先に必要とされているとする割合が高い。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 20

図Ⅲ-3-1 廃業を決心するまでの他の手段の検討状況
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② 経営的理由
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・承継もしくは買取りの申し出があった場合の可能性

（図Ⅲ-3-4） ：個人ではどのような条件でも、外部の人

材には承継・売却しないが約半数で最多となったのに

対して、法人では「希望者がいれば、相談に応ずる意

向はある」が4割強で最多。後継者候補として雇い入

れて検討・判断するは、個人・法人ともごく少数。

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

３．廃業意向を持つ企業の意思決定経緯等の分析（続き）

図Ⅲ-3-5 廃業予定時期の見通し

図Ⅲ-3-4 承継もしくは買取りの申し出があった場合の可能性
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・廃業予定時期の見通し（図Ⅲ-3-5）：

廃業予定の結論時期は、わからないが約6割を占め、

目途が立っているのは約3割。目途を立てている経営

者が何年後に廃業を予定しているかについては、3

年以内が最も多く２割を上回った。年齢別では、54歳

までではわからないが7割程を占めるのに対して、55

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 21

図Ⅲ-3-6 廃業後の自社保有の事業拠点の扱い 〔MA〕
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までではわからないが7割程を占めるのに対して、55

歳以上では５～６割台となっている。

・廃業後の自社保有の事業拠点の扱い

（図Ⅲ-3-6）：全体では、自宅として使用するが

約3割で最多、個人企業では3割台半ばとなってい

るのに対して、法人では1割台半ば。法人の最多

は自社保有していないの2割台半ば。
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■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

３．廃業意向を持つ企業の意思決定経緯等の分析（続き）

☆まとめ
・廃業を決心するまでの他他他他のののの手段手段手段手段のののの検討状検討状検討状検討状

☆☆☆☆廃業予定廃業予定廃業予定廃業予定のののの企業企業企業企業のののの事例事例事例事例 ＜＜＜＜呉服店呉服店呉服店呉服店：Ｅ：Ｅ：Ｅ：Ｅ社社社社＞＞＞＞ ：

・ E社は商業地区商業地区商業地区商業地区でででで呉服店呉服店呉服店呉服店を営んでいたが、入居入居入居入居していたしていたしていたしていた商業商業商業商業ビルがビルがビルがビルが老朽化老朽化老朽化老朽化によりによりによりにより建建建建てててて替替替替えるえるえるえることとなり、これをこれをこれをこれを機機機機にににに閉店閉店閉店閉店を

することとなった。

・本家の創業創業創業創業はははは140140140140年前年前年前年前で、社長社長社長社長はははは4444代目代目代目代目にあたる。以前は大規模な店舗で複数の従業員を抱えていたこともあったが、時代

の流れとともに着物着物着物着物をををを着着着着るるるる習慣習慣習慣習慣がががが減減減減りりりり、、、、事業事業事業事業をををを縮小縮小縮小縮小してしてしてして現在現在現在現在はははは妻妻妻妻とパートとパートとパートとパート2222名名名名で経営している。

・閉店の理由としては、二人二人二人二人のののの娘娘娘娘はははは結婚結婚結婚結婚してしてしてして家家家家をををを出出出出ておりておりておりており後継者後継者後継者後継者となりえないとなりえないとなりえないとなりえないこと、着物産業着物産業着物産業着物産業にににに将来性将来性将来性将来性がががが感感感感じられないじられないじられないじられないことなど

。別の立地で事業を再開することもできなくないが、社長社長社長社長はははは手術歴手術歴手術歴手術歴がありがありがありがあり、、、、体調体調体調体調にににに不安不安不安不安をををを抱抱抱抱えているえているえているえていることから廃業を決意した｡

図Ⅲ-3-7 廃業意向を持つ企業の特徴の総括

個人企業個人企業個人企業個人企業 法法法法 人人人人

他他他他のののの手段手段手段手段
・特に検討していない（50％）

・承継を検討したが無理と判断し
・特に検討していない（70％）

・承継を検討したが無理と判断し
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・廃業を決心するまでの他他他他のののの手段手段手段手段のののの検討状検討状検討状検討状

況況況況では、特に個人企業個人企業個人企業個人企業ではではではでは「「「「検討検討検討検討していなしていなしていなしていな

いいいい」」」」がががが多多多多いいいい。長年にわたって経営してきた

ことに伴い、体力・能力の限界を感じてい

ることや事業の将来性がないことから、後

をついでくれそうな息子・娘たちがいない

こともあいまって、自然自然自然自然にににに廃業廃業廃業廃業をををを決定決定決定決定した

ことが推察される。

・したがって、廃業予定廃業予定廃業予定廃業予定のののの時期時期時期時期も自らの体

力・能力任せがおおくなっていることから、

「「「「わからないわからないわからないわからない」」」」がががが6666割割割割を占めている。

・固定客固定客固定客固定客からからからから必要必要必要必要とされていることをとされていることをとされていることをとされていることを励励励励みみみみに

して、やれるうちは事業を継続している様

子がうかがえる。

・わからない（6割）

・３年以内（1/4）

廃業理由廃業理由廃業理由廃業理由

廃業廃業廃業廃業のののの

予定時期予定時期予定時期予定時期

経営継続経営継続経営継続経営継続 個人的個人的個人的個人的

のののの理由理由理由理由 理由理由理由理由

企業経営企業経営企業経営企業経営

上上上上のののの理由理由理由理由

・体力・能力の限界が迫る（2/3）

・事業の将来性がない（1/3）

・顧客の減少（1/4）

・体力・能力の限界が迫る（1/2）

・事業の将来性がない（1/2）

・顧客の減少（1/3）

・体力・能力は大丈夫（44％）

・体力・知力・生きがいを失わ
ないため（42％）

・生活費の足しになる（41％）

・他にしたいことがない（28％）

・体力・能力は大丈夫（55％）

・体力・知力・生きがいを失わない
ため（30％）

・生活費の足しになる（30％）

・取引先に必要とされている
（40％）

・店舗などはまだ使用できる
（30％）

・取引先に必要とされている
（57％）

・店舗などはまだ使用できる
（29％）

・借入金の返済がまだ（22％）

のののの検討状況検討状況検討状況検討状況
・承継を検討したが無理と判断し
た（3割弱）

・承継を検討したが無理と判断し
た（21％）

・事業承継を決めかねている理由（図Ⅲ-4-1） ： 現時点で

まだ決める必要がないは、概ね年齢が高くなるにつれて

低くなり、事業の先行きが不透明で承継を検討できる状

況ではないは“70歳以上”で半分以上となっている。また、

“70歳以上”では後継者(候補)の見当・目ぼしがついて

いないからは低くなっている。個人と法人の比較では、法

人では後継者(候補)の見当・目ぼしがついていないはや
や高く、事業の先行きが不透明で・・・がやや低い。
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４．未だ意思決定していない企業の今後の見通し等の分析

図Ⅲ-4-1 事業承継を決めかねている理由 図Ⅲ-4-2 事業承継の結論を出す時期
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・事業承継の結論を出す時期（図Ⅲ-4-2） ： わからない

が半数以上を占め、次いで3年以内とする割合が高い。

年齢別では、3年以内とする回答は70歳以上以外のどの

年代においても2割台となっており、年齢との関係では

60-64歳のランクにかけて減少するものの、それより高齢

では増加に転じている。個人企業と法人の比較では、個

人の方がわからないの割合が高くなっている。

39.0 35.2 23.6

0 20 40 60 80 100

全体n=318

(%)

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 23

55.0

54.2

47.7

43.8

53.3

60.0

2.5

0.0

2.3

2.1

0.0

0.0

22.5

27.1

22.7

20.8

20.0

18.0

3.8

10.4

18.2

25.0

17.8

14.0

4.2

9.1

3.8 11.3

2.1

8.3 

6.7 

6.0 

49歳以下n=80

50～54歳n=48

55～59歳n=44

60～64歳n=48

65～69歳n=45

70歳以上n=50

64.8

45.6 1.5

15.6

25.6

7.4

17.4

3.3

3.1

4.1 

2.6 

個人企業

n=122

法人n=195

わから

ない

今すぐにでも

出したい

3年

以内

4～5

年

6～10

年

11～15

年

16年

以上

不明

41.0

37.9

36.1

34.9

18.9

26.2

2.5個人企業n=122

法人n=195

事業の先行き

が不透明で

承継を検討で

きる状況では

ないから

現時点でまだ

決める必要

がないから

後継者（候補）

の見当・目ぼし

がついていない

から

その他 不明

22.5

43.8

50.0

31.3

44.4

54.0

35.2

55.0

33.3

25.0

41.7

22.2

18.0

23.6

22.5

20.8

25.0

27.1

33.3

16.0 8.0

2.1

4.0

n=318

49歳以下

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上



・承継／買取りの申し出があった場合の可能性

（図Ⅲ-4-3） ： 全体ではどのような条件でも、外部の

人材には承継・売却しないが4割弱、後継者候補とし

て雇い入れて検討が2割台半ば、従業者の雇用確保

など、条件付きでの事業の買取りの場合のみ、再検

討が1割台半ばとなった。行政などが支援するなら、

後継者候補として雇い入れて検討は数％に留まった。

年齢別では、後継者候補として雇い入れて検討は

49歳以下では4割弱を占めるのに対して、70歳以上

では僅か1割に留まり、高齢になるほど割合が低くな

る傾向が見られる。外部から後継者を迎え入れは、

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

４．未だ意思決定していない企業の今後の見通し等の分析（続き）

図Ⅲ-4-3 承継／買取りの申し出があった場合の可能性
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経営者の年齢が若い方が受け入れられやすい傾向

が見られる。また、外部の人材には承継・売却しない

はほぼどの年代でも4割前後である。なお、不明も高

齢者では2割を占める。

個人企業と法人の比較では、個人企業の方がどの

ような条件でも、外部の人材には承継・売却しないと

する割合が高く、後継者候補として雇い入れて検討と、

従業者の雇用確保など、条件付きでの事業の買取り

の場合のみ、再検討は、法人の方が高く、外部の後

継者への承継については、法人においてより柔軟な

姿勢が見られる。

(公財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 24
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不明

■■Ⅲ 事業の承継／廃業等の意向に関する分析とケーススタディ

４．未だ意思決定していない企業の今後の見通し等の分析（続き）

☆まとめ
・承継承継承継承継／／／／廃業等廃業等廃業等廃業等のののの結論結論結論結論をいつをいつをいつをいつ頃頃頃頃までに出

すのかを聞くと、「「「「わからないわからないわからないわからない」」」」がどのがどのがどのがどの年代年代年代年代

もトップでありもトップでありもトップでありもトップであり、、、、70707070歳以上歳以上歳以上歳以上でででで60606060％％％％を占める。

・結論を決めかねている理由は、「「「「まだまだまだまだ決決決決

めるめるめるめる必要必要必要必要がないがないがないがない」」」」が高齢になるにつれて

低くなる。「「「「先行先行先行先行きききき不透明不透明不透明不透明でででで検討検討検討検討できなできなできなできな

いいいい」」」」はははは70707070歳歳歳歳以上以上以上以上でででで半分以上半分以上半分以上半分以上の割合となる。

・承継／買取りの申し出に対しても、「外部

人材には売却等しない」がどの年代でも4

割弱で多い。他方、「後継者候補として雇

い入れて検討する」は49 歳以下で4割弱

☆☆☆☆まだまだまだまだ決決決決めていないめていないめていないめていない企業企業企業企業のののの事例事例事例事例 ＜＜＜＜卸売業卸売業卸売業卸売業：Ｆ：Ｆ：Ｆ：Ｆ社社社社＞＞＞＞ ：

・Ｅ社は、大手商社に勤務していた社長社長社長社長(76(76(76(76歳歳歳歳・・・・男性男性男性男性))))がががが脱脱脱脱サラしてサラしてサラしてサラして開業開業開業開業した。

現在、当社の主力事業主力事業主力事業主力事業はははは化粧品化粧品化粧品化粧品のののの卸販売卸販売卸販売卸販売で、提携先の化粧品メーカーか

ら商品を仕入れて、女性スタッフによる消費者消費者消費者消費者へへへへのののの訪問訪問訪問訪問販売販売販売販売を行っている｡

・化粧品卸は安定した売上で推移してきたが、近年、提携先提携先提携先提携先のののの化粧品化粧品化粧品化粧品メーカメーカメーカメーカ

ーーーー経営者経営者経営者経営者のののの高齢化高齢化高齢化高齢化が気になりだした。また、社長自身社長自身社長自身社長自身、、、、健康健康健康健康とととと思思思思ってってってっていたいたいたいた

自分自分自分自分にににに病気病気病気病気がががが進行進行進行進行ししししていていていていたたたたことことことことをををを知知知知りりりり、、、、初初初初めてめてめてめて限界限界限界限界をををを感感感感じるじるじるじるようになった。

・現在、社長は、炭素炭素炭素炭素繊維関連繊維関連繊維関連繊維関連のののの新規新規新規新規事業事業事業事業をををを軌道軌道軌道軌道にににに乗乗乗乗せようとせようとせようとせようと奔走奔走奔走奔走している

。将来的にはこの事業を主力として経営を安定させ、後継者後継者後継者後継者にににに承継承継承継承継するか

、あるいは売却売却売却売却したいと考えている。しかし、現在、サラリーマンサラリーマンサラリーマンサラリーマンのののの息子息子息子息子のののの定定定定

年退職年退職年退職年退職までまでまでまでははははまだまだまだまだ時間時間時間時間あああありりりり、、、、承継承継承継承継のののの見通見通見通見通しがたたないしがたたないしがたたないしがたたない状況となっている。
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い入れて検討する」は49 歳以下で4割弱

と最も高くなっている。

・こうした回答傾向を総合すると、59歳以下

はまだしも健康上のリスクは低いので結論

を急がなくても良いとして、 70707070歳歳歳歳以上以上以上以上でででで

はははは健康上健康上健康上健康上のリスクがのリスクがのリスクがのリスクが高高高高まるにもまるにもまるにもまるにも関関関関わらずわらずわらずわらず、、、、

総総総総じてじてじてじて結論結論結論結論をををを““““先延先延先延先延ばしばしばしばし””””するするするする傾向傾向傾向傾向がある

と解釈できる。

・ 70歳以上では20年以上も経営をしてきて

おり、経験を積んでいる筈なのに「先行き

不透明」や「まだ決める必要がない」を理

由にしている割合が高いのはまさに““““先延先延先延先延

ばしばしばしばし””””であると言えよう。こうした姿勢姿勢姿勢姿勢をををを改改改改

めなければめなければめなければめなければ、、、、年年年年々、々、々、々、円滑円滑円滑円滑なななな承継承継承継承継////廃業廃業廃業廃業がががが

困難困難困難困難になるリスクはになるリスクはになるリスクはになるリスクは増大増大増大増大するするするすることを肝に銘

ずる必要があると言えよう。

図Ⅲ-4-4 未だ意思決定していない企業の特徴の総括

・先行き不透明で
検討できない

決定決定決定決定してしてしてして

いないいないいないいない理由理由理由理由

結論結論結論結論をををを

出出出出すすすす時期時期時期時期

高齢経営高齢経営高齢経営高齢経営

者者者者にににに必要必要必要必要
なななな対策対策対策対策

意思意思意思意思決定決定決定決定をををを遅遅遅遅らすらすらすらす

ことによるリスクことによるリスクことによるリスクことによるリスク

・わからない（半分以上） 〔70歳以上でも60％〕

・それ以外では、5年以内に結論を出したいと考えている割合が多い

・健康等のリスクを勘案すれば、先延ばしの姿勢を
改めなければ、年々、円滑な承継/廃業が困難に

なるリスクは増大する

・現時点で決め
る必要がない

・後継者の目ぼし
がついていない

・先行きについて専

門家に相談するこ

とを含めて真剣に
検討すべき

・自身が経営者に

なった年代を考

えれば、決して

早いとは言えな
いのではないか

・将来性がある場合など、

魅力的な事業であれば

売却・マッチング等の方
策を検討することも必要



５．承継／廃業等に関する意思決定が広義で未定の企業の再整理

・２.～４.では承継／廃業等のケース別に分析してきたが、

どのケースでも65656565歳以上歳以上歳以上歳以上のののの高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者にににに関関関関してしてしてして、かなり

の割合で詳細まで決まっていないことが判明した。そこで、

これらを再整理したのが下表である。

・まず、決定済決定済決定済決定済みパターンみパターンみパターンみパターンでは、１）後継者が決定済みの

承継ケース、２）売却ケース、３）廃業時期を決めている廃

業ケース、の３つがある。また、個人企業と法人企業との

違いが大きいことから、組織別でも再集計して、「不明」を

除外して分岐確率（構成比、出現頻度）を算出した。

・この結果、決定済みの合計は、個人個人個人個人でででで41414141％、％、％、％、法人法人法人法人でででで

57575757％％％％となり、法人の方が高くなる。内訳を見ると、個人個人個人個人でででで

はははは承継承継承継承継とととと廃業廃業廃業廃業がががが20202020％％％％ずつずつずつずつなのに対して、法人法人法人法人はははは承継承継承継承継がががが
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47474747％％％％と大半を占めている。

・他方、未決定未決定未決定未決定パターンパターンパターンパターンでは、１）承継／廃業自体を決め

かねているケース、２）承継意向はあるものの、後継者が

決まっていないケース、３）廃業意向は固めているものの、

時期が未定のケースの３つがある。各ケースの出現頻度

を算出すると、合計では個人個人個人個人がががが59595959％、％、％、％、法人法人法人法人がががが43434343％％％％であり、

内訳は、個人では３）が37％で１）が18％で多く、法人で

は１）が25％で、２）と３）が1割弱となる。

・個人では高齢経営者の割合がそもそも高いことから、こ

れらを全年齢全年齢全年齢全年齢でのでのでのでの出現頻度出現頻度出現頻度出現頻度で見ると、個人個人個人個人のののの1/31/31/31/3が未決

定パターンであることがわかる。法人法人法人法人ではではではでは1/61/61/61/6と少なくな

るものの、決して低い割合ではないと言える。はははは承継承継承継承継とととと廃業廃業廃業廃業がががが20202020％％％％ずつずつずつずつなのに対して、法人法人法人法人はははは承継承継承継承継がががが
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表Ⅲ-5-1
65歳以上の経営者に
関して、承継／廃業等
の意思決定状況に関
する決定／未決定の
区別で捉えた再整理

第一段階

の分岐

分岐確率

（％） 〔a〕
第二段階の分岐

分岐確率

（％） 〔b〕

全体での

分岐確率

（％）〔a*b〕

P： 24.0 P： 84.2 20.2 決定済み合計

C： 56.3 C： 84.2 47.4

P： 0.8 0.8 P： 41.4 23.0 （％）

C： 1.0 1.0 C： 57.1 21.8 （％）

P： 57.4 P： 35.4 20.4

C： 18.0 C： 48.5 8.7

P： 17.8 17.8 未決定合計

C： 24.8 24.8

P： 24.0 P： 15.8 3.8 P： 58.6 32.5 （％）

C： 56.3 C： 15.8 8.9 C： 42.9 16.3 （％）

P： 57.4 P： 64.6 37.1

C： 18.0 C： 51.5 9.3

（注） P：個人企業、C：法人企業 （注） 「不明」を除く

65歳～

でのｼｪｱ

65歳～

でのｼｪｱ

全年齢

でのｼｪｱ

全年齢

でのｼｪｱ

決

定

済

み

パ

タ

ー

ン

未

決

定

パ

タ

ー

ン

後継者は決定済み

廃業時期は決定済み

後継者は未決定

廃業時期はわからない

＆＆＆＆

＆＆＆＆

＆＆＆＆

＆＆＆＆

承継

売却

廃業

未決定

承継

廃業

るものの、決して低い割合ではないと言える。

・本調査を通じて、事業の承継／廃業等に関して、実に

多くの実態や課題が明らかとなった。

・まず、ⅠⅠⅠⅠ章章章章では、近畿の社長の平均年齢は高齢化傾向高齢化傾向高齢化傾向高齢化傾向

が続いており、最高齢最高齢最高齢最高齢をををを更更更更新新新新していることや、 社長交代

率は2013年で3.80％（1111ササササイイイイクルクルクルクル：：：：26262626年年年年）で、最近は交代

による新新新新陳陳陳陳代代代代謝謝謝謝ががががやややややややや停滞停滞停滞停滞していることが確認された。

また、国や自治体等も円滑な承継に向けて各種各種各種各種のののの支援支援支援支援

メメメメニュニュニュニューーーーを整えつつあり、工夫を凝らしつつあるものの、

民間企業の取組みも含めて、承継承継承継承継ややややＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆Ａにににに重点重点重点重点が置

かれる傾向にあり、企業企業企業企業側側側側ののののニニニニーーーーズズズズとマッとマッとマッとマッチチチチしていないしていないしていないしていない

懸念があることがわかった。

・ⅡⅡⅡⅡ章章章章では、市内中小企業１千社弱から得られた事業承

継に関するアアアアンンンンケケケケートートートート調調調調査査査査をもとに、企業の経営指標や

■■Ⅳ 本調査のまとめ

また、承継承継承継承継かかかか、、、、廃業廃業廃業廃業かをかをかをかを決決決決めかめかめかめかねねねねているているているている企業企業企業企業もももも少少少少ななななくくくくなななな

いいいいことも明らかとなった。

・そこで、意向のケースごとに、その理由や予定時期など

を分析した。まず、承継承継承継承継ケケケケースースースースでは、承継意向を持ちな

がらも、65656565歳以上歳以上歳以上歳以上のののの高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者がががが当面当面当面当面はははは経営経営経営経営をををを続続続続けるとけるとけるとけると

いういういういう意識意識意識意識がががが特特特特にににに個人企業個人企業個人企業個人企業ではではではでは強強強強いいいいこと、後継者を誰かを

決定している企業は、55歳以上の経営者では約8割に

達しているものの、高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者のののの場合場合場合場合、、、、5555年以年以年以年以内内内内にににに承継承継承継承継

させるさせるさせるさせる努努努努力力力力がががが不不不不足足足足していることがある。また、後継者後継者後継者後継者はははは、、、、

特特特特にににに個人企業個人企業個人企業個人企業のののの大半大半大半大半はははは息子息子息子息子・・・・娘娘娘娘であることがわかった。

・次に、廃業廃業廃業廃業ケケケケースースースースでは、廃業を決心するまでの他他他他のののの手段手段手段手段

をををを「「「「検討検討検討検討していないしていないしていないしていない」」」」割割割割合合合合がががが特特特特にににに個人企業個人企業個人企業個人企業でででではははは多多多多いいいいこと

がわかり、年数を経て自然自然自然自然にににに廃業廃業廃業廃業をををを決定決定決定決定したことが推察継に関するアアアアンンンンケケケケートートートート調調調調査査査査をもとに、企業の経営指標や

経営者に関する分析を行った。この結果、個人個人個人個人とととと法人法人法人法人にににに

よるよるよるよる経営経営経営経営指標指標指標指標のののの平均的差異平均的差異平均的差異平均的差異がかなりがかなりがかなりがかなり大大大大ききききくくくく、、、、個人個人個人個人ではではではでは厳厳厳厳

しいしいしいしい状況状況状況状況にある企業が多いことがわかった。この背景に

は、日本経済全体のデフレ不況の影響も無論大きいが、

ＩＴやインターネット社会などの情勢変化が著しく、特に

高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者のののの個人企業個人企業個人企業個人企業ではこれらへのではこれらへのではこれらへのではこれらへの対応対応対応対応がががが困難困難困難困難であ

ることが影響していることが推察された。

・ⅢⅢⅢⅢ章章章章では、こうした状況に置かれている中小企業の承継承継承継承継

／／／／廃業等廃業等廃業等廃業等のののの意意意意向向向向をををを分分分分析析析析した。まず、概況に関しては、承承承承

継継継継させるさせるさせるさせる企業企業企業企業のののの傾向傾向傾向傾向としてとしてとしてとして、、、、企業企業企業企業のののの業業業業績績績績がががが良良良良くくくく、、、、事業事業事業事業のののの

将来性将来性将来性将来性がががが成成成成長長長長がががが期期期期待待待待できるできるできるできる法人企業法人企業法人企業法人企業でででで、、、、従従従従業者業者業者業者数数数数がががが5555

人以上人以上人以上人以上である、ことがわかった。他方、廃業廃業廃業廃業意意意意向向向向のののの企業企業企業企業

のののの傾向傾向傾向傾向はははは、、、、業業業業績績績績がががが悪悪悪悪くくくく、、、、将来性将来性将来性将来性もももも現状維現状維現状維現状維持持持持すらすらすらすら困難困難困難困難なななな企企企企

業業業業でででで、、、、従従従従業者業者業者業者数数数数がががが2222人以人以人以人以下下下下のののの個人企業個人企業個人企業個人企業であることである。
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がわかり、年数を経て自然自然自然自然にににに廃業廃業廃業廃業をををを決定決定決定決定したことが推察

される。廃業予定廃業予定廃業予定廃業予定のののの時期時期時期時期もももも「「「「わからないわからないわからないわからない」」」」がががが6666割割割割を占めた。

・最後に、承継等が未決定未決定未決定未決定ののののケケケケースースースースでは、結論結論結論結論をををを出出出出すすすす時時時時

期期期期がががが「「「「わからないわからないわからないわからない」」」」がががが各各各各年代年代年代年代トップトップトップトップでありでありでありであり、、、、70707070歳以上歳以上歳以上歳以上でででで

60606060％％％％を占めた。決めかねている理由は、「「「「まだまだまだまだ決決決決めるめるめるめる必必必必

要要要要がないがないがないがない」」」」が一定程度あるほか、「「「「先行先行先行先行きききき不透明不透明不透明不透明でででで検討検討検討検討

できないできないできないできない」」」」はははは70707070歳以上歳以上歳以上歳以上でででで半分以上半分以上半分以上半分以上の割合を占めた。

・こうした分析を総合するため、65歳以上の高齢経営者に

関して、承継等承継等承継等承継等のののの決定状況決定状況決定状況決定状況をををを再整理再整理再整理再整理した結果、詳細詳細詳細詳細にににに

はははは決決決決まっていないまっていないまっていないまっていないケケケケースのースのースのースの出現頻度出現頻度出現頻度出現頻度がががが個人個人個人個人でででで59595959％、％、％、％、法法法法

人人人人でででで43434343％％％％に達することが明らかとなった。

・以上の分析より、高齢経営者高齢経営者高齢経営者高齢経営者ではまさに““““先延先延先延先延ばしばしばしばし””””するするするする

企業企業企業企業がががが個人個人個人個人でかなりでかなりでかなりでかなり多多多多くくくく､この姿勢を改めなければ､年々､

円滑円滑円滑円滑なななな承継承継承継承継////廃業廃業廃業廃業がががが困難困難困難困難になるになるになるになるリスクがリスクがリスクがリスクが増大増大増大増大することは

必至で、意意意意思決定思決定思決定思決定をををを早早早早めるめるめるめる支援支援支援支援のののの必要性必要性必要性必要性が指摘できる。


